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事務局からのご依頼内容

• 現在、どのように職業教育に取り組んでいるか。特に企
業等との連携により職業教育に取り組んでいる好事例は
あるか。

• 職業教育を行うにあたり、学校関係者あるいは学生の側
から見て、現行制度の課題はどのようなことだと考える
か。

• 新たな高等教育機関をどのような制度とすれば、大学・
短期大学・高等専門学校・専門学校で職業教育を行うよ
りも利点が生じると考えるか。
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本日お伝えしたいこと

＃１ 現在、本学で取り組んでいる「職業教育」
について

＃２ 現行制度で「職業教育」を行うにあたり、
課題として考えられること

＃３ 職業教育において、現状より利点を生じ
うる新たな高等教育機関制度について

～地方における限られた学科を有する小規模公立大学・短期大学の学長の立場から～
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大学・短期大学

• ＜大学＞ 学術の中心として、広く知識を授けるととも
に、深く専門の学芸を教授研究し、知的、道徳的及び応
用的能力を展開させること（学校教育法第83条第1項）

• ＜短期大学＞深く専門の学芸を教授研究し、職業または
実際生活に必要な能力を育成すること（学校教育法第
108条第1項）
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本学の構成
• 1法人2大学体制

山形県公立大学法人

山形県立米沢栄養大学
健康栄養学部健康栄養学科
2014年開学
管理栄養士養成施設

山形県立米沢女子短期大学
国語国文学科
英語英文学科
日本史学科
社会情報学科
1952年開学
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山形県立米沢栄養大学の
「職業教育」の現状と課題
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米沢栄養大 3つの特徴
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特徴１ 管理栄養士の国家試験
受験資格を取得可能
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特徴２ きめ細かな少人数教育
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特徴３ 充実した学習環境
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大学・学部・学科名称及び定員

• 平成26年4月に開学
文部科学省→「大学」として認可
厚生労働省→「管理栄養士養成施設」指定

• 名称：山形県立米沢栄養大学
健康栄養学部 健康栄養学科

• 定員：入学定員４０人（男女共学）
※３年次編入学定員４人 ～ 収容定員１６８人

二重の質保障
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取得可能な資格

• 管理栄養士国家試験受験資格

• 栄養士免許

• 栄養教諭一種免許状（希望者のみ）
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栄養士と管理栄養士
（栄養士法による規定；2000年改正栄養士法）

栄養士とは、都道府県知
事の免許を受けて、栄養
士の名称を用いて栄養の
指導に従事することを業
とする者をいう。

管理栄養士とは、厚生労働大臣
の免許を受けて、管理栄養士の
名称を用いて、傷病者に対する
療養のため必要な栄養の指導、
個人の身体の状況、栄養状態等
に応じた高度の専門的知識及び
技術を要する健康の保持増進の
ための栄養の指導並びに特定多
数人に対して継続的に食事を供
給する施設における利用の状況
等に応じた特別の配慮を必要と
する給食管理及びこれらの施設
に対する栄養改善上必要な指導
等を行うことを業とする者をい
う。
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栄養士・管理栄養士養成の概要

高等学校卒業（同等の資格）

栄養士養成施設（２年～４年） 管理栄養士養成施設（４年）
（栄養士養成施設)

栄養士資格取得

実務（３年～１年）

管理栄養士国家試験受験→合格→管理栄養士免許取得
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第２８回管理栄養士国家試験の結果

（2014年5月9日厚生労働省発表）

＜学校区分別＞
受験者数 合格者数 合格率

管理栄養士養成課程
（新卒）

８,６１４名 ７,８５７名 ９１．２％

同（既卒） ２,３５０名 ５６１名 ２３．９％

栄養士養成課程
（既卒）

１０,３３８名 １,９９３名 １９．３％

＜合格状況＞
受験者 ２１,３０２名
合格者 １０,４１１名
合格率 ４８．９％
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大学（4年制）

管理栄養士養成施設

専門学校（4年制）

＊
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管理栄養士学校指定規則による質保障

＜教育内容（専門科目）＞ ＜教員要件＞
• 社会・環境と健康
• 人体の構造と機能及び疾病の成り立ち
• 食べ物と健康
• 基礎栄養学
• 応用栄養学
• 栄養教育論
• 臨床栄養学
• 公衆栄養学
• 給食経営管理論
• 総合演習
• 臨地実習

講義又は演習、実験又は実習を
併せて最低８２単位

• 医師（最低）1名

• 管理栄養士（最低）4名

＜施設要件＞

17



管理栄養士の就職先と現場

病院等医療機関
高齢者施設等福祉施設
行政（保健所等）
学校
研究機関・企業等

同職種の配置人数が少なく、

即戦力が求められることも
多い。

・養成機関（大学）において、実践力を養成することの重要性
・実務家教員による教育と現場での実習（臨地実習）の重視
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一般に大学で管理栄養士を養成する場合の課題

大学内：実務家教員の確保と質保証
実務家であり、大学教員であるということ
業績評価、職位
現場とのつながり（実務家としての質の問題）

現場（職場）
臨地実習
非常勤講師・ゲストスピーカーの派遣など

支援・協力
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本学（山形県立米沢栄養大学）の場合

「県民の健康で豊かな暮らしの実現に寄与する」ことを目的として開学

山形県、県内自治体、関係諸機関との連携が密
山形県栄養士会（職能団体）からの全面的支援

臨地実習先（病院・福祉施設・学校等）の円滑な確保
実務家非常勤講師・ゲストスピーカーの円滑な確保

山形県立病院栄
養管理部門との
連携協議会設立
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山形県立米沢女子短期大学
国語国文学科
英語英文学科
日本史学科
社会情報学科
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ＰＯＩＮＴ１

多彩な教養教育
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ＰＯＩＮＴ２

実践力を養う、高度で充実した専門教育
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ＰＯＩＮＴ３
可能性を広げ、未来を拓くキャリア支援
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米短での取得可能な資格
• 国語国文学科

中学校教諭二種免許（国語）、図書館司書、
学校図書館司書教諭、ピアヘルパー（受験資格）

• 英語英文学科
中学校教諭二種免許（英語）、図書館司書、
学校図書館司書教諭、ピアヘルパー（受験資格）

• 日本史学科
中学校教諭二種免許（社会）、図書館司書、
学校図書館司書教諭、学芸員（試験科目の免除）
ピアヘルパー（受験資格）

• 社会情報学科
図書館司書、ピアヘルパー（受験資格）
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米短におけるキャリア支援

本学ではキャリア支援センターに4名の職員が常駐し、進路に関する相談や
指導などの学生支援にあたっています。また、学生の志望に対応した様々な
講座やトレーニングを数多く実施しています。
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現行制度の課題

学校種・個別大学の特徴・地域の状況等により

抱える課題は多様であろうが・・・
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大学における「職業教育」の課題

• プロフェッショナル養成をめざす大学では・・・

• 現場（職場）における実務実習の在り方（カリキュラム
への位置づけ）を含め、現場からの支援

• 実務家教員の確保、評価、研修等の課題

• 上記に関連した学内外の課題
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短期大学における「職業教育」の課題

• 教養系、人文・社会科学系の学科構成であれば・・・

• 取得可能資格も含め、職業と直結しづらい。

・カリキュラムは、教養科目・専門科目が中心となり、

「職業教育」（キャリア教育）は、正課外の時間が中心となり、

時間的制約がある。

• そのため、大学で提供できるキャリア教育の内容が、就職活動に
向けてのノウハウや技術・マナー指導が中心とならざるをえない。
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大学（短期大学含む）における「職業教育」の課題

学校側 １．カリキュラムに関する課題
：時間的制約の中での配分、実習・実務実習の位置づけなど

２．教員に関する課題
①実務家教員に関する課題
②アカデミック教員に関する課題

３．現場（職場）との連携に関する課題
４．「職業」に対する大学の気風

学生側 １．「職業」に対する意識の希薄さ
２．「職業」について考える機会の不足
３．「学力」による大学選択（学生本人・保護者・初中等教育機関）

現行の高等教育制度の問題なのか？
個別の大学の課題なのか？
より大きな社会的背景の問題なのか？
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新しい高等教育機関制度の可能性

①現場（職場）で通用する実務実習の重視

②高等教育機関としての質保証
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新たな高等教育機関で養成される職業人の分野

• 基盤となる学問分野がある程度確立されており、膨大な新たな知識
の習得、問題解決能力の育成よりは、個人の習熟が重要視される分
野

• 職業の対象が、「ひと」よりは「もの」とのかかわりが大きい分野

• 一定程度、現在の専門高校と関係がある分野

• ある程度幅広い領域で必要とされる分野

なお、確立された資格取得にかかわる分野については、国際基準及び
職能団体（専門職団体）の養成に関する意向を尊重する必要がある。

• 具体的には・・・

商業（ビジネス・会計等）、工業（情報等）、農業分野等
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教育機関としての特徴

• 教育内容や授業の方法等：実務実習の重視
学内実習のさらなる充実

現場（企業内）実習の位置づけの明確化

・教員要件：質の高い実務家教員の確保と位置づけ

研究業績中心ではない柔軟な教員の業績評価

実務家の「教員」としての研修の充実

実務家教員の意思を尊重したうえでの任期、配属

アカデミック教員との調整（業績評価、職位など）

・必要な施設・設備の完備
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産業界との協働

・ 産業界との連携の必要性

ただし、個別企業ではなく、

より広範囲な同職種または近接職種との連携

・ 連携企業（種）との教育内容協議

・ 連携企業（種）からの実務家教員の確保、実習協力

・ 「実務家教員」の処遇等への合意
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修了者の評価等

・ 修業年限：2年～3年または4年
ただし、社会人の学び直しにも対応できるよう、

より柔軟なコース設計も考慮

・ 学位・称号：必要

・ 大学への編入学、大学院への接続等：必要

・ 認証評価等の質保証のシステムは必須
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最後に
• 実践的な職業教育を行う新たな高等教育機関については、
様々な状況にある若い人々が希望をもって人生を歩める
ための選択肢の拡大や、長い人生の中で、方向転換を希
望したときの選択肢の拡大という視点から期待します。

• それとともに、地方における人材定着、地域活性化への
期待もあり、そのためには、制度化以後の話ではありま
すが、個別教育機関認可に当たっては、地域のニーズ、
状況等を充分に考慮していただきたい。

39



＜ご清聴ありがとうございました＞

40


